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そこで本研究では，台風6118号などの3巨大台風時の

大阪湾・紀伊水道における波浪特性を明らかにするため

に，まず最近の5台風を対象としてSDP風資料より得た

海上風分布を入力条件とする浅海波浪推算の結果と沿岸

部で豊富に得られている観測結果との比較に基づいて波

浪推算の妥当性を検証する．ついで，同様の海上風条件

のもとに実施した上記3台風時の波浪推算結果と目視・

計器波浪観測結果との比較および推算結果の検討を通じ

て，3台風時の最大波浪の空間特性を調べる．

2. 波浪推算の方法

（1）海上風分布資料

波浪推算にあたり 2種類の海上風分布資料を用いる．

すなわち，外洋を中心にする領域では，NCEP/NCAR

（National Centers for Environmental Prediction/National

Center for Atmospheric Research）より提供を受けた空間

解像度約1.9°で6時間間隔の10 m高度表面風再解析資料

の1時間間隔補間値を北西太平洋に設けた格子間隔80 km

の格子網上に4点双1次補間したのち，楕円型気圧分布

を仮定した台風モデル風の1時間間隔値を組み込んで作

成した海上風分布資料（畑田ら，2005）を利用する．こ

こでは，これをNCEP資料と呼ぶ．一方，内海では，

SDP風資料と内海の沿岸部および海上部の風観測資料と

の相関関係を2段階で利用してSDP風資料から沿岸部と

海上部の風観測地点における観測相当風を推定したの

ち，山口ら（2007）の方法に従って格子間隔2 kmで海上

風の平面分布を求める．時間間隔は1時間である．

SDP風資料を用いた海上風分布資料の作成はつぎの2

段階よりなる．①内海を囲む気象庁気象官署の10 m高度

変換したSDP風速（1/7乗則による）・風向資料と外洋
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1. 緒言

わが国の内湾・内海域のうちでもとくに大阪湾の沿岸

は，近代以前から活発に開発・利用されてきたことから，

これまでに幾度となく暴風とこれに伴う高潮・高波によ

る災害の脅威にさらされてきた．とりわけ，1960年代前

半に大阪湾を含む瀬戸内海東部海域に来襲した台風6118

号（第2室戸台風），6420号，6523号などの巨大台風に

よって，その沿岸部は甚大な海岸災害を蒙っている．

これらの巨大台風時の波浪特性の検討は，1960年代半

ば以降の森下（1966），中野ら（1966），中野・川鍋

（1967），合田・永井（1969）による有義波法を用いた波

浪推算の研究以降ほとんど試みられていない．合田・永

井(1969)の結果や最近の研究成果（畑田ら，2008）など

を総合的に勘案すると，上記の3台風は大阪湾沿岸に過

去70～80年の間で最大級の異常波浪をもたらしたと推

測されることから，波浪推算に係わる近年の研究環境の

改善にあわせて，その波浪特性を再度検討することは沿

岸防災対策上大いに有用であると考えられる．

この場合，最も重要な課題は40年以上前の巨大台風時

における海上風の時空間分布を適正に評価することであ

る．これに関してごく最近，山口ら（2009）は対象海域

周辺の気象官署で取得されたSDP（地上気象観測時日別）

風資料と沿岸部および海上部の風観測資料の相関関係を

利用することによって，海上風分布をある程度適正に推

定しうる方法を開発している．
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境界上の 7地点のNCEP風資料に対する加重 1次補間法

（塩野ら，1985）の適用から，山口ら（2007）が使用した

沿岸部と海上部の風観測地点における風速・風向を計算

したのち，計算風速と観測風速の間の相関関係を2段階で

利用して観測相当風速に変換する．計算風向は観測風向

と高い相関を与えるので，そのまま観測相当風向とする．

②海上風補正をした風観測地点における風と外洋境界上7

地点のNCEP風に対する加重 1次補間法の 2段階の適用

（山口ら，2007）により，海上風分布資料を作成する．

図-1はSDP風入力地点（×印，佐田岬灯台と土佐沖ノ

島灯台の2地点を追加），沿岸部（○印）と海上部（●印）

の風観測地点，NCEP風入力地点（□印），海上風分布の

適正な推定をはかるために海上部に人為的に設けた仮想

地点（△印），を示す．内海における海上風分布の推定

法の詳細は山口ら（2009）に与える．なお，図-1の右上

にある枠は内海（大阪湾・紀伊水道・播磨灘）における

波浪推算領域を表す．

（2）波浪推算の条件

波浪推算は外洋と内海の2段階で行う．まず外洋から

内海に到達する波浪を考慮するため，格子間隔5 kmの北

西太平洋領域に格子間隔0.5 kmの瀬戸内海領域を組み込

んだ2段階高地形解像度格子網において，1点浅海モデル

（山口ら，1987）により紀伊水道境界上4地点の方向スペ

クトルを 1時間間隔で地点別に求める．海上風として，

波浪推算地点に到達する各成分波の波向線上の波計算点

がSDP風資料の領域外にある場合にはNCEP風資料，領

域内にある場合にはSDP風資料を用い，4点双1次補間式

の適用によって波計算点の風向・風速を計算する．つい

で内海における波浪推算は，図-2に示す格子間隔1 kmの

格子網で外洋と接続する内海境界上4地点（○印）の方

向スペクトルを境界線上に1 km間隔で，時間に関して1

分ごとに線形補間した値を流入境界条件として与え，格

子点浅海モデル（山口ら，1984）により実施する．この

モデルは水深限定に伴う砕波変形を段波モデルで近似し

ている．使用する海上風資料はSDP資料に基づく2 km格

子網上の1時間間隔値であり，波浪推算ではこれを時間

に関して20分ごとに線形補間，空間に関して1 kmごとに

4点双1次補間したのち，20分の間不変とする．備讃瀬戸

に接続する図-2の西側境界は陸地境界としてそこでの方

向スペクトルを0とおき，流入境界条件を与えた内海の

外洋に接する境界上格子点では，流出方向に方向スペク

トルの完全流出条件を課す．

1点浅海モデルおよび格子点浅海モデルによる波浪推

算で使用する周波数成分は0.047～1 Hzを不等分割した

20個，方向成分は0～360°の全方向のうち180°を中心に

10°間隔（120～240°），ついで20°間隔で分割した25個

である．波向180°を中心とする10°間隔の方向分割幅の

使用は紀伊水道から大阪湾に伝播する波浪について，い

わゆるGarden Sprinkler効果を低減するためである．

波浪推算の対象気象擾乱は比較用の波浪観測資料が比

較的豊富に得られる1991年以降の5巨大台風と上記の3

台風である．近年の5台風に対して，外洋ではECMWF

風資料，内海では観測風による海上風分布を入力条件と

して得た波浪推算結果（畑田ら，2007，2008）も考察の

対象に加える．

3. 波浪推算の妥当性の検証

本研究の波浪推算方式の検証対象とする台風は台風

9119号，9313号，0416号，0418号，0423号の5巨大台風

である．これらの台風はいずれも日本付近でNE方向に

進行しているが，室戸岬から大阪湾を通過した台風0423

号を除いて，大阪湾より西側の瀬戸内海西部海域あるい

は九州北部を通過している．

図-3は台風9313号時の風(風速U，風向θw)および有義

波（有義波高Hs，有義波周期Ts ）の時系列に対する推算

結果と観測結果の比較事例を神戸について示す．図中に

は，SDP風を入力条件とする結果（NCEP-SDP）のみな

らず観測風を入力条件とする結果（ECMWF-obs）も与え

る．図にみるように，風，波浪ともにいずれの推算結果

も台風の接近・通過に伴う急激な変化に関して観測結果

とおおむねよく符合する．
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図-1 SDP風地点，風観測地点およびNCEP風入力地点

図-2 内海における波浪推算領域



ついで，同様の対応関係が他の台風や地点でも得られ

る状況を明示するために，図-4は観測地点における台風

時最大波高Hsmaxに対する推算値と観測値の比較を4台風

別と全対象台風について示す．また，観測風資料による

海上風分布を入力条件とする台風別の結果と全対象台風

の結果（畑田ら，2007）もそれぞれ与える．波浪観測地

点（●印で表示）の名前と位置は図-2に記載する．台風

0418号時には，両者の推算結果，とくにSDP風資料を用

いる場合の結果が観測結果より過大な値を与える傾向に

ある点を除けば，各台風ごとにSDP風資料を用いる場合

の推算結果は観測風資料を用いる場合と同程度に観測結

果とよく符合することから，その特性が全対象台風に対

する散布図にも現われている．したがって，SDP風資料

から同じ方法によって海上風分布を得た1960年代前半の

3台風に対しても近年の5台風時に対する波浪推算の精度

に見劣りしない程度の精度が期待できよう．

4. 1960年代前半の3巨大台風時の波浪特性

（1）台風経路

図-5は台風6118号，6420号，6523号の経路を示す．各

台風とも中心気圧が低く勢力の強い巨大台風であり，大

阪湾・紀伊水道や播磨灘に異常な強風や高潮，高波をも

たらしている．大阪湾近傍における台風勢力の強さは台

風6118号，6523号，6420号の順になっている．経路か

らみると，台風6420号が大阪湾から西側に最も離れた備

讃瀬戸付近を，また台風6523号が播磨灘を，台風6118

号が淡路島南部から大阪湾を，それぞれNE～NNE方向

に通過している．台風の中心気圧と移動速度および経路

を考慮すると，台風6118号時の風が最も強く，台風6523

号時がこれに次ぐ．また台風6420号時には，SW方向の

強風の継続時間が長いと推測される．

（2）観測資料との比較

3台風時には多くの船舶が大阪湾の東部に避難してい

たことから，そこで得られた風力階級表示や波浪階級表

示の観測資料を用いてそれぞれ海上風分布や波高分布が

時間を追って推測されている．このうち，図-6は台風

6420号時（1964年9月25日6時）における波高の空間分

布に対して推算結果（Hscal）と目視観測結果（森下，

1966；中野ら，1966）の比較事例を示す．この場合の目

視波高は1/10最大波高相当と推測されているので，与え

られた数値に1/1.27を乗じて有義波高相当波高（Hsv）に

換算している．両者は大阪湾の中央部の巨大波高部から

ENE～E方向に向けて波高が減少する挙動に関して定性

的に符合するものの，定量的には目視観測波高が推算波

高より最大1～1.5 m大きい傾向にある．

ついで波浪の計器観測資料に関して，台風6118号時に
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図-3 風・波浪時系列の比較事例（台風9313号）

図-4 台風時最大波高の比較

図-5 台風6118号，6420号，6523号の経路



は記録が取得されていないが，台風6420号と6523号時

に須磨など2～3の地点で水圧式波高計による記録が得

られている．最近の観測記録と比べて，これらは有意な

信頼性をもつとみなされないけれども，貴重な記録であ

ることに変わりはない．図-7は発達から減衰までの波浪

を記録している台風6420号時の須磨（水深8.5 m）とピ

ーク時付近までの発達を捕捉している台風6523号時の須

磨および岩屋（水深10 m）における波浪時系列について

推算値と観測値（森下，1966；中野ら，1966；中野・川

鍋，1967）の比較を表す．図-2に示すように，須磨は神戸

の西側，岩屋は淡路島の北東端に位置する．周期と比べ

て信頼性があると考えられる波高に限定すると，須磨で

は両台風時に推算波高は台風の接近に伴う急激な増加に

ついて多少の時間のずれを除き観測波高と比較的よく対

応するが，台風6420号時には推算波高は観測波高ほど急

激に減少しない．また台風6523号時の岩屋では，推算波

高はやや低めの値となっている．この原因として，明石

海峡付近の局所風の増強が海上風分布の推定結果で適正

に再現されていない可能性があげられるかもしれない．

（3）台風時最大波高分布

図-8は台風6118号時，6420号時および6523号時の最

大波高Hsmaxの空間分布と50年確率波高Hs50の空間分布

（畑田ら，2008）を与える．50年確率波高は1978年以降

の異常気象擾乱に対して観測風を入力条件とした浅海波

浪推算モデルに基づく結果を用いて推定している．3台

風のうち勢力が最も強い台風6118号時には，紀伊水道の

波高は南側の11 mから友ヶ島で10 m，大阪湾内では友ヶ

島からN方向に向けて8 mをとり，そこから大阪湾沿岸

の4～5 mに減少しており，5 m以上の波高域が大阪湾の

大部分，あるいは6 m以上の波高域が大阪湾の2/3を占め

る．湾岸では神戸付近で4 m，大阪府沿岸で4～5 mとな

って，大阪府沿岸の方が大きい．台風の左半円に入る播

磨灘では，波高は南部で4 m，北部で3 mであり，大阪湾

に比べて小さい．

台風6420号時には，波高は紀伊水道で南部の7 mから

北部の8 mに増大し，友ヶ島水道からN方向に7 mを与え，

垂水沿岸でも6 mに達する．そして，6 mの波高は大阪湾

の東部沿岸に向けて4 mに減少する．沿岸部では，波高

は垂水の6 mから神戸の5 mを経て大阪で4 mに，大阪府

沿岸で北側の4 mから南側の3 mへと小さくなる．播磨

灘では，波高は鳴門海峡付近の4 mから放射状に3 mに

減少する．ついで台風6523号時には，波高は紀伊水道で

南部の7 mから北西部の9～10 mに増加し，その最大域

も鳴門海峡付近に出現する．友ヶ島水道付近では波高は

8 mから大阪湾内に入ってN方向に7 m，さらに淡路島北

部沖合で6 mになり，大阪湾の北部沿岸では明石から神

戸にかけての5 m，そこから大阪西部の4 mに減少するし，

大阪府沿岸では北から南にかけて3 mをとる．また播磨

灘では，鳴門海峡付近の5 mから放射状に3 mに減少す

る．台風6420号の勢力は台風6523号よりやや弱いけれ

ども，台風6523号より西側の経路をとっていることから，

大阪湾内でSW方向の強風の継続時間が長くなり，その

結果大阪湾内で波浪が発達するため，両台風時の大阪湾

における波高にそれほどの差を生じない．

3台風時の波高を比べると，最も強い勢力をもち淡路島

から大阪湾を通過した台風6118号が大阪湾の北部海域や

播磨灘の中部から北部海域を除いて最も大きい波高を生

起しているが，明石から神戸を経て大阪の西隣に位置す

る尼崎や西ノ宮に至る沿岸部や沖合では，台風6523号時

や台風6420号時に台風6118号時より大きい波高が生起し

ている．最大波高は台風6118号時には北西部海域を除く

大阪湾，紀伊水道の北部海域，播磨灘の南東部海域のう

ちでもとくに大阪湾の南東部海域で50年確率波高Hs50よ
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図-6 波高分布の比較事例（台風6420号）

図-7 波浪時系列の比較（台風6420号，6523号）



り2 m以上（相対的割合で50 %以上）大きい．台風6420

号時には大阪湾の広範な海域で，台風6523号時には大阪

湾や紀伊水道北西部から播磨灘南部の広い海域でHs50を

上まわる．その量は大阪湾の北部海域のうちでもとくに

神戸付近で1m（相対的割合で20 %）に達する．

5. 結語

本研究で得られた知見はつぎのように要約される．

1）対象海域の沿岸部と海上部の風観測資料を介在して

気象官署のSDP風資料より推定した海上風分布を入力

条件とする浅海波浪推算は最近の5台風時の大阪湾・

紀伊水道における波浪観測資料の挙動を比較的よく再

現する．また，台風6420号時と6523号時の限られた波

高観測資料に対する推算結果の適合度も良好である．

2）台風6118号時や6523号時の最大波高は1978年以降の

異常気象擾乱に対する波浪推算に基づいて推定した50

年確率波高を局所的には2 m以上上まわることから，

これらを含めた50年確率波高の再評価が必要になる．
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